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本調査は、昨年度「公共施設に関する住民意識調査」(2014年2月リリース)の続編となっている。
日本の公共施設は高度経済成長期に建てられたものが多く、老朽化が進んでおり、近い将来、建

替えの時期を迎えるが、自治体の財政は厳しく、すべての公共施設を更新することは困難となって
いる。公共施設を取り巻く環境変化の中で、統合、廃止、移転、集約など公共施設の再編成は避け
て通れない課題である。

昨年度は、公共施設の量について、今後の増減のあり方を住民がどのように考えているかを把握
することを主な目的として、全国の住民1,054人に対し調査を実施した。その結果、現在ある公共
施設の総量を見直すことに８割の住民が賛成していることがわかった。

当年度は、「まちづくり」に着目した。公共施設の再編成は、住民生活と行政の新たな関係を考
えることでもあり、未来のまちづくりの礎ともいえるからである。そこで、対象を3,110人に拡充
し、全国の住民が将来のまちづくりに向け、どのように再編成に取り組むべきかと考えているかを
把握するため、昨年度と同様にインターネットによるアンケート調査を実施した。主な結果は次の
通りである。

＜主な結果＞
【公共施設の老朽化問題等】

• 過去一年間に公共施設を利用した住民は７割（P3）。老朽化による事故の不安を身近
で感じたことがない住民は７割（P4）。

• 公共施設の更新（建替え）問題を知っている住民は５割（P5）。今後も公共施設とし
て優先的に残すべき施設といえば、まずは学校（P6）。

【公共施設の再編成】
• 公共施設の再編成に賛成している住民は９割（P7）。また、再編成によって施設が遠

くなるなど不便になっても許容できる住民は９割（P8）。
• 将来の更新費用の負担を減らす方策としては、財産の利活用には大多数が賛成も、

負担増には反対（P9）。
• 公共施設の複合化については、学校を建替える場合は子どもが利用する機能（P10） 、

図書館を建替える場合は幅広い世代が利用する機能との相性がよい（P11） 。

【住民合意】
• 反対住民がいる場合、自治体は丁寧に説明を行うことが必要だと考えている住民は

５割（P12）。住民アンケート、住民説明会、広報等による情報発信といった説明が
求められる（P13）。

【民間事業者との連携】
• 民間事業者のアイディア等を取り入れることに賛成している住民は９割（P14）。

• コストを抑えつつ、サービス水準を向上させる役割を期待。まちづくり計画のアイ
ディアも期待が高い(P15)。民間事業者による施設運営は、スポーツ施設、図書館への
期待が高い（P16）。

• 住民サービスが大きく向上すれば、事業コスト増を許容できる住民は８割（P17）。

【将来の街（再編成の結果）】
• 再編成の結果、防災に強い安全な街になってほしい。無理のない身の丈に合った街、

少子高齢社会に対応した街へのニーズも高い（P18）。
• 魅力的な街になった場合、そこに転居してみたいと考えている住民は５割（P19）。
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・調査名 ：公共施設に関する住民意識調査（平成26年度版）
（副題：将来のまちづくりに向けた公共施設の再編成に関する住民意識調査）

・調査方法：インターネットによるアンケート調査

・調査目的：昨年度の調査では、８割の住民が老朽化に伴う公共施設の総量見直しに賛成していること
がわかった。そこで当年度は、将来のまちづくりに向けた公共施設の再編成について、
住民意識を把握するために調査を実施した。

・実施時期：2014年10月29日～2014年10月30日

・調査対象：20歳～69歳の男女で日本全国の市または東京23区に在住の方
（株式会社マクロミルの登録モニター）

・調査内容：公共施設の老朽化問題等、公共施設の再編成、住民合意、民間事業者との連携、
将来の街（再編成の結果）

・有効回答数：3,110人【詳細は下図参照】
（注）各地方の20歳～69歳の年齢（10歳階級）別人口に概ね従うようにサンプル数を割り付けて配信

・協力会社：株式会社マクロミル

・集計結果の標記：各回答の割合（％）は、小数点以下第２位を四捨五入し小数点以下第１位まで表記
している。したがって、その合計値が100.0％にならない場合がある。

1.調査の概要

◆有効回答数＜地方別・20歳～69歳の年齢（10歳階級）別＞

(注)各地方の対象となる都道府県
北海道(１道) ： 北海道
東北（６県） ： 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島
関東（１都６県） ： 茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川
中部（10県） ： 新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、岐阜、静岡、愛知、三重
近畿（２府４県） ： 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
中国（５県） ： 鳥取、島根、岡山、広島、山口
四国（４県） ： 徳島、香川、愛媛、高知
九州・沖縄（８県） ： 福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島、沖縄
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2.質問の一覧
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Ｑ１
あなたは、過去一年間において、住んでいる街の公共施設※を利用しましたか。
※公共施設であれば、種類は問いません。

3

Ｑ２

全国的に公共施設の多くは昭和の時代に建設され、老朽化が進んでおり、東日本大震災で

は建物の損壊、天井の崩落など様々な事故が起こりました。あなたは、「老朽化した公共

施設の事故が起きるかもしれない」という不安を身近で感じたことがありますか。

4

Ｑ３

近い将来、多くの老朽化した公共施設が建替えの時期を迎えますが、自治体の財政は厳し

く、すべての施設を更新することは不可能だと思われます。あなたは、このことを知って

いますか。

5

Ｑ４
厳しい自治体の財政状況の中、あなたが「今後も公共施設として優先的に残すべき」と

思う施設はどれですか。
6

Ｑ５

老朽化した公共施設の更新（建替え）問題に対し、多くの自治体では、公共施設の統合、

廃止、移転、集約など再編成に取り組み始めています。あなたは、このことについてどう

思いますか。

7

Ｑ６

公共施設の再編成を進めると、施設の統合や廃止などにより、今まで利用できた施設が

遠くなったり、利用できなくなったりする場合もあります。あなたは、このことについて

どの程度許容できますか。

8

Ｑ７

近い将来、すべての公共施設を更新（建替え）することは不可能だと思われるため、公共施設の

更新費用の負担を減らす必要があります。様々な方策が考えられますが、あなたはどう思います

か。

9

Ｑ８

更新費用の縮減に繋がる公共施設の複合化※について伺います。

学校は立地場所が良く、防災機能やコミュニティ機能を備えていることから、地域の拠点となり

得る施設といえます。学校を建替えるとすれば、あなたは、どのような機能の複合化がよいと思い

ますか。
※複合化とは、複数の施設や機能をまとめることです。一施設で様々なサービスが受けられるようになります。

10

Ｑ９

更新費用の縮減に繋がる公共施設の複合化※について伺います。

図書館は多世代が利用し、多くの住民にとって利用頻度が高い施設といえます。図書館を建替え

るとすれば、あなたは、どのような機能の複合化がよいと思いますか。
※複合化とは、複数の施設や機能をまとめることです。一施設で様々なサービスが受けられるようになります。

11

Ｑ１０

多様な価値観が混在する現代社会では、万人が満足して公共施設の再編成を進めることは極め

て困難です。一部の反対する住民がいる場合、自治体はどのように対処すべきだとあなたは思い

ますか。

12

Ｑ１１
公共施設の再編成に関して住民の理解を得るためには、自治体はどのような対応を行うべきだと

あなたは思いますか。
13

Ｑ１２
自治体が公共施設の再編成を企画する際、新しい発想を得るため、民間事業者のアイディアや

ノウハウを取り入れることが考えられますが、あなたはこのことについてどう思いますか。
14

Ｑ１３ 公共施設の再編成において、あなたが特に民間事業者に期待する分野はどのようなものですか。 15

Ｑ１４
あなたが、「公共施設の運営を行政ではなく、民間事業者で行うとサービスが向上する」と特に思う

施設はどれですか。
16

Ｑ１５

民間事業者から住民サービスが大きく向上する企画の提案があった際、場合によっては従来の

やり方に比べ事業コストが高くなることも考えられます。あなたはこのことについてどう思います

か。

17

Ｑ１６

公共施設の再編成は、住民生活と行政の新たな関係を考えることでもあり、未来のまちづくりの礎

とも言えます。20 年後を想像してみた場合、あなたは、再編成の結果、どのような街になってほし

いと思いますか。

18

Ｑ１７
他の自治体が積極的に公共施設の再編成を行い、魅力的な街になった場合、あなたは転居して

みたいですか。
19

目次

公共施設の老朽化問題等
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住民合意

民間事業者との連携

将来の街（再編成の結果）
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「あなたは、過去一年間において、住んでいる街の公共施設※を利用しましたか。
※公共施設であれば、種類は問いません。」

過去一年間で公共施設を利用した住民は７割

• 「利用した」 が73.2％と最も高くなっており、次いで｢利用していない｣が21.7%となっている。

（単一回答）

• 世代別に見ると、 「利用した」 と回答した割合は、全世代で７割を超えており、どの世代も大半は公共
施設を利用している。

• 一方、「利用していない」と回答した割合は、高齢世代ほど高くなる傾向がある。

Ｑ１ 公共施設の利用状況

◆世代別の結果

n=回答数（計3,110）
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「全国的に公共施設の多くは昭和の時代に建設され、老朽化が進んでおり、東日本大震災では建物
の損壊、天井の崩落など様々な事故が起こりました。あなたは、「老朽化した公共施設の事故が
起きるかもしれない」という不安を身近で感じたことがありますか。」

事故の不安を身近で感じたことがない住民は７割

• 「不安を身近で感じたことがない」 が72.5％と最も高くなっており、次いで｢不安を身近で感じたことが
ある｣が18.6%となっている。

（単一回答）

• 世代別に見ると、 「不安を身近で感じたことがない」と回答した割合は、概ね高齢世代ほど高くなる
傾向がある。ただし、各世代で７～８割と高く、どの世代も大半は不安を身近で感じたことがない。

• 一方、「不安を身近で感じたことがある」と回答した割合は、概ね若年世代ほど高くなる傾向があり、
特に20代、30代では２割超となっている。

• 東北地方を見ると、全国に比べて、「不安を身近で感じたことがある」と回答した割合がやや高くなっ
ている。要因として、東日本大震災の影響が考えられる。

Ｑ２ 老朽化による事故の不安

◆世代別の結果 ◆東北地方の結果

n=回答数（計3,110）
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「近い将来、多くの老朽化した公共施設が建替えの時期を迎えますが、自治体の財政は厳しく、
すべての施設を更新することは不可能だと思われます。あなたは、このことを知っていますか。」

公共施設の更新問題を知っている住民は５割

• 「少しは知っている」 が41.6％と最も高くなっており、これに「よく知っている」の12.6％を加えると、
合計54.2％が公共施設の更新問題を知っている。

• 一方、「聞いたことがあるが、ほとんど知らない」、「まったく知らない」はそれぞれ29.2％、16.6％
となっており、合計45.8％は公共施設の更新問題を知らない。

（単一回答）

Ｑ３ 公共施設の更新問題
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◆世代別の結果

• 世代別に見ると、知っている割合（ 「よく知っている」または「少しは知っている」 と回答）は、高齢
世代ほど高くなる傾向がある。

• 一方、知らない割合（「聞いたことがあるが、ほとんど知らない」または「まったく知らない」と回答）
は、若年層ほど高くなっており、特に20代、30代では過半数となっている。
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今後も残すべき施設は、学校が特に高くなっている

• 「学校」が72.7%と最も高くなっており、次いで「市役所（区役所）」が63.7％、「保育園」が58.8％、
「図書館」が50.7％となっており、これら４つの施設が半数を超えている。

• 一方、「郷土歴史館」が14.1％と最も少なく、｢集会所｣が18.7％、「支所」が18.9％と続いている。

• 厳しい財政状況を鑑みると、ニーズが比較的低いものはそのままの形で施設を維持するのではなく、
保有する機能を他施設に移転・統合したり、民間施設のスペースを活用することが考えられる。

「厳しい自治体の財政状況の中、あなたが「今後も公共施設として優先的に残すべき」と思う施設
はどれですか。」

Ｑ４ 今後も残すべき公共施設

（回答は当てはまるもの全て）

単位：％

n=回答数（計17,095）
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「老朽化した公共施設の更新（建替え）問題に対し、多くの自治体では、公共施設の統合、廃止、
移転、集約など再編成に取り組み始めています。あなたは、このことについてどう思いますか。」

公共施設の再編成に賛成している住民は９割

• 「今の状況を考えると取り組むことはやむを得ない」 が55.9％と最も高くなっており、これに「積極的
に取り組むべきである」の32.4％を加えると、合計88.3％が公共施設の再編成に取り組むことに賛成し
ている。

• 一方、「取り組むべきでない」と回答した割合は2.8％にとどまっている。

（単一回答）

• 世代別に見ると、 「積極的に取り組むべきである」 または「今の状況を考えると取り組むことはやむを
得ない」と回答した割合の合計は、全世代で８～９割となっており、どの世代も大多数が賛成している。

• ｢わからない｣と回答した割合は、概ね若年世代が高くなっている。

Ｑ５ 公共施設の再編成

31.9

33.1

30.8

34.6

31.4

52.8

55.0

54.9

56.1

59.8

3.4

1.9

2.1

2.6

4.1

11.9

9.9

12.2

6.7

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代
n=504

30代
n=676

40代
n=630

50代
n=613

60代
n=687

◆世代別の結果

参考事例あり（Ｐ22参照）

n=回答数（計3,110）



13.0%

76.4%

4.8%
5.8%

許容できる
n=403

ある程度までは許容できる
n=2,376

許容できない
n=150

わからない
n=181

n=回答数（計3,110）

9.5

11.2

11.9

14.8

16.4

77.0

78.0

76.3

76.0

74.8

6.7

3.7

4.4

4.2

5.4

6.7

7.1

7.3

4.9

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代
n=504

30代
n=676

40代
n=630

50代
n=613

60代
n=687
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「公共施設の再編成を進めると、施設の統合や廃止などにより、今まで利用できた施設が遠く
なったり、利用できなくなったりする場合もあります。あなたは、このことについてどの程度
許容できますか。」

不便になっても許容できる住民は９割

• 「ある程度まで許容できる」 が76.4％と最も高くなっており、これに「許容できる」の13.0％を加える
と、合計89.4％が再編成を進めることで、不便になっても許容できると回答している。

• 一方、「許容できない」と回答した割合は、4.8％にとどまっている。

（単一回答）

• 世代別に見ると、 「許容できる」または「ある程度まで許容できる」 と回答した割合の合計は、全世代
で９割となっており、どの世代も大多数は許容できると回答している。

• 「許容できる」と回答した割合に着目すると、高齢世代ほど高くなる傾向がある。

Ｑ６ 利便性の許容範囲

◆世代別の結果



43.7 

28.0 

21.7 

21.8 

15.4 

12.3 

12.5 

8.7 

6.3 

3.8 

17.4 

47.9 

56.8 

62.7 

58.2 

55.5 

55.9 

47.1 

38.6 

29.5 

24.1 

47.6 

6.9 

12.5 

12.9 

17.5 

23.7 

26.5 

34.5 

40.8 

48.6 

46.6 

27.0 

1.4 

2.7 

2.7 

2.5 

5.4 

5.3 

5.9 

11.9 

15.6 

25.5 

7.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あまり利用されていない施設・土地の

全部または一部を売却・賃貸して収入を得る

施設の更新（建替え）や管理運営に

民間のノウハウや資金を活用する

近隣自治体と共同で施設を建設・運営する

現在ある施設の統廃合や機能の

複合化・多機能化によって施設数を減らす

施設を減らす代わりに、民間施設（会議室、

スポーツ施設など）の利用に対して助成する

地域活動に密着した施設の管理運営を

地域住民に任せる

街の中心部や地域拠点に施設を集約し、

施設数を減らす

利用料を徴収できる施設の料金を引き上げる

施設におけるサービスの水準を引き下げる

特別な税金等の徴収など

住民全体で負担する

(参考）全方策平均

積極的に実施すべき どちらかといえば実施すべき どちらかといえば実施すべきではない 実施すべきではない

賛成 反対

あまり利用されていない施設・土地の

全部または一部を売却・賃貸して収入を得る

施設の更新（建替え）や管理運営に

民間のノウハウや資金を活用する

近隣自治体と共同で施設を建設・運営する

現在ある施設の統廃合や機能の

複合化・多機能化によって施設数を減らす

施設を減らす代わりに、民間施設（会議室、

スポーツ施設など）の利用に対して助成する

地域活動に密着した施設の管理運営を

地域住民に任せる

街の中心部や地域拠点に施設を集約し、

施設数を減らす

利用料を徴収できる施設の料金を引き上げる

施設におけるサービスの水準を引き下げる

特別な税金等の徴収など

住民全体で負担する

(参考）全方策平均
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財産の利活用には大多数が賛成も、負担増には反対

• 賛成（「積極的に実施すべき」または「どちらかと言えば実施すべき」と回答）に着目すると、｢あまり
利用されていない施設・土地の全部または一部を売却・賃貸して収入を得る（91.6％) ｣が最も高く、
次いで ｢施設の更新（建替え）や管理運営に民間のノウハウや資金を活用する（84.8％) ｣、 ｢近隣自治体
と共同で施設を建設・運営する（84.4％) ｣、 ｢現在ある施設の統廃合や機能の複合化・多機能化によって
施設数を減らす（80.0％) ｣となっている。

• 反対（「実施すべきではない」または「どちらかと言えば実施すべきではない」と回答）に着目すると、
｢特別な税金等の徴収など住民全体で負担する（72.1％) ｣が最も高く、 次いで｢施設におけるサービスの
水準を引き下げる（64.2％) ｣、｢利用料を徴収できる施設の料金を引き上げる（52.7％) 」が半数を超え
ている。

「近い将来、すべての公共施設を更新（建替え）することは不可能だと思われるため、公共施設の
更新費用の負担を減らす必要があります。様々な方策が考えられますが、あなたはどう思いますか。」

（単一回答）

Ｑ7 更新費用の負担を減らす方策

【土地等活用】

【PPP/PFI】

【広域連携】

【複合化・多機能化】

【民間施設利用補助】

【地域移管】

【コンパクトシティ】

【料金値上げ】

【サービス水準引き下げ】

【特別課税】

回答者数（計3,110人）
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児童の放課後の居場所など、子どもが利用する機能との相性がよい

• ｢児童の放課後の居場所（56.9％) ｣が最も高く、｢図書の貸出・閲覧サービスを提供する場（54.7％) ｣、
｢運動ができる場（53.5％) ｣、｢子育て支援の場（52.9％) ｣が半数を超えている。

• 一方、｢民間金融機関（6.2％) ｣が最も低く、｢公営住宅（6.9％) ｣、｢民間商業施設（9.1％) ｣が１割未満と
なっている。

｢更新費用の縮減に繋がる公共施設の複合化※について伺います。
学校は立地場所が良く、防災機能やコミュニティ機能を備えていることから、地域の拠点となり得る
施設といえます。学校を建替えるとすれば、あなたは、どのような機能の複合化がよいと思いますか。
※複合化とは、複数の施設や機能をまとめることです。一施設で様々なサービスが受けられるようになります。 ｣

Ｑ８ 公共施設の複合化（学校）

（回答は当てはまるもの全て）

単位:％

参考事例あり（Ｐ23参照）

56.9 

54.7 

53.5 

52.9 

42.2 

35.9 

33.2 

27.8 

22.9 

9.1 

6.9 

6.2 

0.6 

0 10 20 30 40 50 60

児童の放課後の居場所 n=1,771

図書の貸出・閲覧サービスを提供する場 n=1,702

運動ができる場 n=1,664

子育て支援の場 n=1,644

サークル活動などの交流の場 n=1,312

行政相談、手続等の窓口 n=1,115

高齢者など介護福祉サービスを提供する場 n=1,034

ギャラリーなど文化活動の場 n=864

会議スペース n=713

民間商業施設 n=283

公営住宅 n=215

民間金融機関 n=192

その他 n=18

n=回答数（計12,527）



49.3 

47.5 

43.4 

42.8 

40.1 

36.9 

23.0 

22.9 

14.9 

10.3 

10.2 

4.5 

0.5 

0 10 20 30 40 50 60

ギャラリーなど文化活動の場 n=1,534

行政相談、手続等の窓口 n=1,478

児童の放課後の居場所 n=1,349

サークル活動などの交流の場 n=1,331

子育て支援の場 n=1,247

会議スペース n=1,147

高齢者など介護福祉サービスを提供する場 n=714

学校施設 n=711

民間商業施設 n=463

運動ができる場 n=320

民間金融機関 n=316

公営住宅 n=139

その他 n=17
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幅広い世代が利用する機能との相性がよい

• ｢ギャラリーなど文化活動の場（49.3％) ｣が最も高く、｢行政相談、手続等の窓口（47.5％) ｣、｢児童の
放課後の居場所（43.4％)｣ 、｢サークル活動などの交流の場（42.8％) ｣、 ｢子育て支援の場（40.1％) ｣が
４割を超えている。

• 一方、｢公営住宅（4.5％) ｣が最も低く、｢民間金融機関（10.2％) ｣ 、｢運動ができる場（10.3％) ｣、｢民間
商業施設（14.9％) ｣が２割未満となっている。

｢更新費用の縮減に繋がる公共施設の複合化※について伺います。
図書館は多世代が利用し、多くの住民にとって利用頻度が高い施設といえます。図書館を建替えると
すれば、あなたは、どのような機能の複合化がよいと思いますか。
※複合化とは、複数の施設や機能をまとめることです。一施設で様々なサービスが受けられるようになります。｣

Ｑ９ 公共施設の複合化（図書館）

（回答は当てはまるもの全て）

単位:％

参考事例あり（Ｐ24参照）

n=回答数（計10,776）



5.6%

50.3%34.8%

1.2%

8.1%
反対が出るなら、再編成を進めない方がよい

n=175

反対住民の理解を得られるまで丁寧に説明を

行った上で、再編成を進めるべきである n=1,564

公共性・必要性が高ければ、ある程度の反対を

押し切ってでも、再編成を進めるべきである n=1,081

その他

n=37

わからない

n=253

5.3

4.5

5.6

8.7

43.0

51.8

54.7

44.3

46.3

39.3

30.3

22.5

2.0

1.1

0.8

1.6

3.3

3.3

8.7

22.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

よく知っている
n=393

少しは知っている
n=1,293

聞いたことがあるが、

ほとんど知らない

n=909

まったく知らない
n=515

n=回答数（計3,110）
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「多様な価値観が混在する現代社会では、万人が満足して公共施設の再編成を進めることは極めて
困難です。一部の反対する住民がいる場合、自治体はどのように対処すべきだとあなたは思います
か。」

反対住民に対し、丁寧な説明が必要と考えている住民は５割

• 「反対住民の理解を得られるまで丁寧に説明を行った上で、再編成を進めるべきである」 が50.3％と
最も高くなっている。

• 次いで｢公共性・必要性が高ければ、ある程度の反対を押し切ってでも、再編成を進めるべきである ｣が
34.8％となっている。

• 一方、｢反対が出るなら、再編成を進めない方がよい ｣は5.6％にとどまっている。

（単一回答）

Ｑ１０ 反対住民への対応

◆世代別の結果

8.5

7.0

6.0

4.1

3.2

60.3

53.0

49.4

46.3

44.7

21.2

29.0

32.1

43.4

45.1

0.8

1.6

1.0

1.1

1.3

9.1

9.5

11.6

5.1

5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代
n=504

30代
n=676

40代
n=630

50代
n=613

60代
n=687

 近い将来、多くの老朽化した公共施設が建替えの時期

を迎えますが、自治体の財政は厳しく、すべての施設

を更新することは不可能だと思われます。あなたは、

このことを知っていますか。

◆Ｑ３とのクロス集計結果

• 世代別に見ると、 「公共性・必要性が高ければ、ある程度の反対を押し切ってでも、再編成を進めるべ
きである 」と回答した割合は、高齢世代ほど高くなる傾向がある。特に50代、60代は４割超となってい
る。

• 一方、「反対住民の理解を得られるまで丁寧に説明を行った上で、再編成を進めるべきである」は若年
世代ほど高くなる傾向がある。

• Ｑ３とのクロス集計結果を見ると、更新問題を知っているほど、「公共性・必要性が高ければ、ある
程度の反対を押し切ってでも、再編成を進めるべきである 」と回答する割合が高くなっている。



59.9 

57.3 

56.4 

43.3 

33.8 

16.9 

6.4 

1.5 

1.1 

0 10 20 30 40 50 60 70

住民アンケートを行い、結果を公表

n=1864

自治会など地域単位での住民説明会

n=1783

広報やホームページなどを活用した情報発信

n=1754

住民を交えたワークショップ

（参加者同士で自由に議論する） n=1384

シンポジウム（広く聴衆を集め、公開討論）

n=1051

有識者（大学教授など）の見解を公表

n=526

わからない

n=200

特に何もする必要はない

n=46

その他

n=34
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住民アンケート、住民説明会、広報等による情報発信といった説明を求めている

• ｢住民アンケートを行い、結果を公表（59.9.％) ｣が最も高く、次いで｢自治会など地域単位での住民説明会
（57.3％) ｣、｢広報やホームページなどを活用した情報発信（56.4％) ｣が半数を超えている

• ｢特に何もする必要は無い｣は1.5％にすぎず、自治体は何かしらの対応が求められている。

「公共施設の再編成に関して住民の理解を得るためには、自治体はどのような対応を行うべきだと
あなたは思いますか。」

Ｑ１１ 住民の理解

（回答は当てはまるもの全て）

◆Ｑ１０とのクロス集計結果（一部抜粋）

• Ｑ１０で「反対が出るなら、再編成を進めない方がよい」と回答した人は、いずれの項目でも低い傾向
が見受けられる。

• 一方、「反対住民の理解を得られるまで丁寧に説明を行った上で再編成を進めるべきである」と回答し
た人は、住民説明会やワークショップといった対応を求める割合が高くなっている。また、「公共性・
必要性が高ければ、ある程度の反対を押し切ってでも、再編成を進めるべきである」と回答した人は、
住民アンケートによる対応を求める割合が高くなっている。

多様な価値観が混在する現代社会では、万人が満足して公共施設の再編成を進めることは極めて困難

です。一部の反対する住民がいる場合、自治体はどのように対処すべきだとあなたは思いますか。

単位：％

参考事例あり（Ｐ25、26参照）

n=回答数（計8,606）

住民アンケートを行い、結果を公表

n=1,864

自治会など地域単位での住民説明会

n=1,783

広報やホームページなどを活用した

情報発信  n=1,754

住民を交えたワークショ ップ

（参加者同士で自由に議論する）  n=1,348

シンポジウム（広く聴衆を集め、公開討論）

n=1,051

有識者（大学教授など）の見解を公表

n=526

わからない

n=200

特に何もする必要はない

n=46

その他

n=34

単位：％

住民アンケー

トを行い、

結果を公表

自治会など

地域単位での

住民説明会

広報やホーム

ページなどを

活用した情報

発信

住民を交えた

ワークショッ

プ（参加者同

士で自由に

議論する）

シンポジウム

（広く聴衆を

集め、公開

討論）

有識者（大学

教授など）の

見解を公表

59.9 57.3 56.4 43.3 33.8 16.9

反対が出るなら、再編成を進めない方

がよい  n=175
42.3 34.9 52.6 33.7 16.0 7.4

反対住民の理解を得られるまで丁寧に

説明を行った上で、再編成を進める

べきである  n=1,564

64.2 66.2 60.2 50.8 37.2 17.3

公共性・必要性が高ければ、ある程度

の反対を押し切ってでも、

再編成を進めるべきである  n=1,081

65.4 58.4 61.3 41.6 37.3 20.6

（注）平均から＋５％以上は黄色、△５％以上のものは水色で塗りつぶしている。なお、nは回答数。

Ｑ１０

全体  n=3,100



43.3%

46.2%

2.4%
0.6%

7.5%
賛成
n=1,348

どちらかといえば賛成
n=1,436

どちらかといえば反対
n=74

反対
n=19

わからない
n=233
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「自治体が公共施設の再編成を企画する際、新しい発想を得るため、民間事業者のアイディアや
ノウハウを取り入れることが考えられますが、あなたはこのことについてどう思いますか。」

民間事業者のアイディア等を取り入れることに賛成している住民は９割

• 「どちらかといえば賛成」 が46.2％と最も高くなっており、これに「賛成」の43.3％を加えると、合計
89.5％が民間事業者のアイディア等を取り入れることに賛成している。

（単一回答）

• 世代別に見ると、 「賛成」または「どちらかと言えば賛成」 と回答した割合の合計は、全世代で８割超
となっており、どの世代も大多数は賛成している。また、概ね高齢世代ほど高くなる傾向がある。

• ｢わからない｣と回答した割合をみると、若年世代ほど高くなる傾向がある。

Ｑ１２ 民間事業者との連携

36.7

42.6

39.5

48.0

48.3

48.8

44.5

47.9

45.7

44.7

2.8

3.1

2.7

1.1

2.2

0.2

0.6

0.8

0.3

1.0

11.5

9.2

9.0

4.9

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代
n=504

30代
n=676

40代
n=630

50代
n=613

60代
n=687

◆世代別の結果

参考事例あり（Ｐ27参照）

n=回答数（計3,110）



24.4 
19.9 

19.0 
17.2 

6.5 
4.1 

3.7 
3.3 

1.7 
0.3 

0 10 20 30

建設費のコストダウン n=760

住民サービス水準の向上 n=618

効率的な施設の運営 n=590

まちづくり計画のアイディア n=536

住民サービス内容の多様化 n=201

人材育成・技術継承 n=126

建設費の資金調達 n=115

建物のデザイン設計 n=103

特にない n=52

その他 n=9
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コストを抑えつつ、サービス水準の向上を期待。まちづくり計画のアイディアも期待が高い

• １位を見ると、｢建設費のコストダウン｣が最も高く24.4％となっており、次いで｢住民サービス水準の向上
(19.9％)｣、 ｢効率的な施設の運営(19.0％)｣、 ｢まちづくり計画のアイディア(17.2％)｣となっている。

• １位から3位までの合計を見ると、｢効率的な施設の運営｣が最も高く60.2％となっており、次いで｢建設費
のコストダウン(52.2％)｣、｢住民サービス水準の向上(48.6％)｣ 、 ｢まちづくり計画のアイディア(39.4％)｣
となっている。

「公共施設の再編成において、あなたが特に民間事業者に期待する分野はどのようなものですか。」

Ｑ１３ 民間事業者に期待する分野

（１位から３位まで回答）

★1位

単位：％

単位：％

★1位から3位

n=回答数（計3,110）

n=回答数（計9,330）

19.0 

24.4 

19.9 

17.2 

6.5 

4.1 

3.7 

3.3 

1.7 
0.3 

20.6 

15.1 

17.1 

9.3 

15.4 

7.4 

7.2 

5.4 

2.1 

0.4 

20.6 

12.7 

11.6 

12.9 

12.4 

12.4 

6.3 

4.1 

6.0 

1.0 

60.2 
52.2 

48.6 
39.4 

34.3 
23.9 

17.2 
12.8 

9.8 
1.7 

0 10 20 30 40 50 60 70

効率的な施設の運営 n=1,870

建設費のコストダウン n=1,625

住民サービス水準の向上 n=1,512

まちづくり計画のアイディア n=1,226

住民サービス内容の多様化 n=1,065

人材育成・技術継承 n=742

建設費の資金調達 n=536

建物のデザイン設計 n=400

特にない n=303

その他 n=51

１位 ２位 ３位



53.5 

47.7 

39.8 

31.2 

30.0 

28.8 

27.7 

27.5 

26.2 

24.2 

17.6 

16.9 

13.9 

12.9 

11.3 

6.7 

4.1 

0.2 

0 10 20 30 40 50 60

スポーツ施設 n=1,665

図書館 n=1,485

美術館・博物館 n=1,239

保育園 n=970

子育て支援施設 n=934

高齢者福祉施設 n=896

市役所（区役所） n=861

郷土歴史館 n=856

市民センター n=816

障がい者福祉施設 n=753

公営住宅 n=547

公民館 n=525

支所 n=432

集会所 n=402

学校 n=350

わからない n=207

特にない n=127

その他 n=5
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スポーツ施設、図書館に対して、民間事業者による施設運営の期待が高い

• ｢スポーツ施設（53.5%）｣が最も高く、次いで｢図書館(47.7％)｣、 ｢美術館・博物館(39.8％)｣となっている。

• 一方、｢学校（11.3%）｣が最も低く、次いで、｢集会所（12.9％）｣、｢支所（13.9％）｣ 、｢公民館
（16.9％）｣ 、｢公営住宅（17.6％）｣となっている。

「あなたが、「公共施設の運営を行政ではなく、民間事業者で行うとサービスが向上する」と特に
思う施設はどれですか。」

Ｑ１４ 民間事業者による施設運営

（回答は当てはまるもの全て）

単位：％

n=回答数（計13,070）



7.3%

68.5%

14.8%

9.4%
許容できる
n=227

ある程度までは許容できる
n=2,130

許容できない
n=461

わからない
n=292
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「民間事業者から住民サービスが大きく向上する企画の提案があった際、場合によっては従来の
やり方に比べ事業コストが高くなることも考えられます。あなたはこのことについてどう思いま
すか。」

住民サービスが大きく向上すれば、事業コスト増を許容できる住民は８割

• 「ある程度まで許容できる」 が68.5％と最も高くなっており、これに「許容できる」の7.3％を加えると、
合計75.8％が住民サービスが大きく向上するならば、事業コストが高くなることを許容できると回答し
ている。

（単一回答）

Ｑ１５ 民間事業者の提案と事業コスト

5.8

6.5

7.6

9.1

7.3

69.6

68.2

64.6

70.3

69.9

10.5

13.6

16.2

14.2

18.5

14.1

11.7

11.6

6.4

4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代
n=504

30代
n=676

40代
n=630

50代
n=613

60代
n=687

◆世代別の結果

• 世代別に見ると、 「許容できる」または「ある程度まで許容できる」 と回答した割合の合計は、全世代
で７割超となっており、どの世代も大半は許容できる。

• 「許容できない」と回答した割合は、概ね高齢世代ほど高くなる傾向がある。

• 「わからない」と回答した割合は、若年世代ほど高くなる傾向がある。

n=回答数（計3,110）



26.0 

14.4 

14.3 

13.8 

10.7 

7.2 

6.3 

5.2 

1.7 

0.5 

0 10 20 30

防災に強い安全な街 n=809

無理のない身の丈に合った街 n=447

歩いて暮らせる街 n=446

子育てがしやすい街 n=428

高齢者が住みやすい街 n=332

賑わいがある街 n=224

世代間交流が自然とできる街 n=195

環境にやさしい街 n=162

歴史や伝統の残る街 n=52

その他 n=15
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まずは防災に強い安全な街。身の丈に合った街、少子高齢社会に対応した街へのニーズも高い

• １位の回答を見ると、｢防災に強い安全な街(26.0%)｣が最も高く、次いで「無理のない身の丈に合った街
（14.4％）」、「歩いて暮らせる街（14.3％）」、「子育てがしやすい街（13.8％）」、「高齢者が住み
やすい街（10.7％）」となっている。

• １位から3位までの合計を見ると、｢防災に強い安全な街｣が最も高く56.4％となっており、次いで｢子育て
がしやすい街(43.2％)｣ 、｢高齢者が住みやすい街(37.0％)｣、｢歩いて暮らせる街(36.5％)｣ となっている。

「公共施設の再編成は、住民生活と行政の新たな関係を考えることでもあり、未来のまちづくりの
礎とも言えます。20 年後を想像してみた場合、あなたは、再編成の結果、どのような街になって
ほしいと思いますか。」

Ｑ１６ 将来の街（再編成の結果）

（１位から３位まで回答）

★1位 単位：％

★1位から3位
単位：％

参考事例あり（Ｐ28参照）

n=回答数（計3,110）

n=回答数（計9,330）

26.0 

13.8 

10.7 

14.3 

14.4 

5.2 

6.3 

7.2 

1.7 
0.5 

16.3 

17.7 

15.6 

10.5 

9.8 

11.3 

7.5 

7.2 

3.7 

0.4 

14.1 

11.7 

10.7 

11.6 

10.7 

16.6 

9.8 

8.0 

5.1 

1.8 

56.4 

43.2 

37.0 

36.4 

34.9 

33.1 

23.6 

22.4 

10.5 

2.7 

0 10 20 30 40 50 60 70

防災に強い安全な街 n=1,753

子育てがしやすい街 n=1,342

高齢者が住みやすい街 n=1,152

歩いて暮らせる街 n=1,136

無理のない身の丈に合った街 n=1,085

環境にやさしい街 n=1,027

世代間交流が自然とできる街 n=733

賑わいがある街 n=696

歴史や伝統の残る街 n=325

その他 n=81

１位 ２位 ３位



13.5%

39.5%

13.1%

10.9%

22.9%
転居してみたい
n=421

どちらかといえば転居してみたい
n=1,230

どちらかといえば転居したくない
n=408

転居したくない
n=338

わからない
n=713

18.6 

11.3 

44.1 

37.5 

9.0 

15.0 

6.2 

12.9 

22.0 

23.3 

0% 10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

10年未満
n=963

10年以上
n=2,147
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「他の自治体が積極的に公共施設の再編成を行い、魅力的な街になった場合、あなたは転居して
みたいですか。」

転居してみたいと考えている住民は５割

• 「どちらかといえば転居してみたい」 が39.5％と最も高くなっており、これに「転居してみたい」の
13.5％を加えると、合計53.0％が転居してみたいと考えている。

• 一方、｢どちらかといえば転居したくない｣は13.1％、｢転居したくない｣は10.9％となっており、合計
24.0％が転居したくないと考えている。

• ｢わからない｣は22.9％と、他の質問に比べ高くなっている。

（単一回答）

Ｑ１７ 転居

◆世代別の結果

17.1

15.1
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41.0

37.6

40.9
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8.3
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◆居住年数別の結果

• 世代別に見ると、 「転居してみたい」または「どちらかといえば転居してみたい」 と回答した割合の
合計は、概ね若年世代ほど高い傾向がある。

• 一方、「どちらかといえば転居したくない」または｢転居したくない｣と回答した割合の合計は、高齢
世代ほど高くなる傾向がある。

• 居住年数（現在住まいの基礎自治体における居住年数）別に見ると、｢転居してみたい」または「どちら
かといえば転居してみたい」 と回答した割合の合計は、 10年未満は62.7％である一方、10年以上は
48.8％となっており、10年以上でも５割は転居してみたいと考えている。

n=回答数（計3,110）



公共施設の統合、廃止、移転、集約など、再編成に関して多くの
住民は賛成していることがわかった。
再編成を進めるにあたっては、自治体は丁寧な住民説明を行う

ことが求められるが、更新問題を知っている人ほど、ある程度の
反対を押し切ってでも進めるべきと考える人が多くなっている点も
興味深い(P12)。
また、民間事業者への期待は高く、自治体は民間事業者の持てる

力を再編成の取組に組み入れ、そのノウハウ・経済合理性追求の
姿勢を活かすという意識を持つことが重要だ。
自治体はこれまで以上に住民や民間事業者と連携し、再編成を

進めることに期待したい。
再編成に成功し、魅力的な街になれば、住民が増えるなど自治体

にとってのメリットも十分ありえるだろう。
なお、日本政策投資銀行では昨年９月に、地域での自立的な取り

組みをより一層後押しするため「地域みらいづくり本部」を設置し
たところである。また、日本経済研究所では自治体経営における
施設面や財政面の課題に、総合的に取り組むマネジメント手法の
導入を先駆的に取り組んでいる。

【日本政策投資銀行 遠藤健、松本一樹、渡邉直毅、木村直久】
【日本経済研究所 足立文、荒川貴之】
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・本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、
必ず出所：日本政策投資銀行・日本経済研究所と明記して下さい。

・本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、弊社までご連絡下さい。

（お問い合わせ先）

株式会社日本政策投資銀行 地域企画部 Tel:03-3244-1513 HP :http://www.dbj.jp/

株式会社日本経済研究所 社会インフラ本部 Tel:03-6214-4612 HP :http://www.jeri.co.jp/

アンケート調査を終えて



公共施設の再編成計画等の策定状況

（都道府県庁所在地、政令指定都市、中核市）

参考資料

【用語説明】

基本方針 ：公共施設の実態を把握し、課題の整理・分析を行うとともに、持続可能な公共施設経営の実現に向けた基本となる考え方や

手法等についてまとめたものである。

（さいたま市の事例：原則、今後は公共施設の新規整備を行わない。今後60年間で公共施設延べ床面積15％削減。等）

再編成計画：公共施設再編成計画とは、老朽化が進む公共施設について中長期の視点に立ち、市民サービス確保のために再生・再編成

（長寿命化、建替え、統廃合等）による具体的な将来の方向性を示す計画である。

黒字は基本方針策定自治体 31自治体
赤字は再編成計画策定自治体 ４自治体

公共施設白書
（公共施設の現状を把握）

※策定状況については前年度レポート参照

基本方針
（今後の基本的な方針を整理）

再編成計画
（施設の具体的な方向性を示す）

本調査により計画策定の際に
参考とすべき市民の意向を把握

～公共施設マネジメントの基本的な流れ～

出所）各自治体ＨＰより ㈱日本政策投資銀行、㈱日本経済研究所 調べ（平成26年12月時点）
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【Ａ～Ｅの５地域に区分け】
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公共施設の再編成事例 習志野市

出所）習志野市HP

Ｑ５関連資料

平成15～16年度平成15～16年度

～平成20年度～平成20年度

～平成24年度～平成24年度

全庁的に公共施設の老朽化問題がクローズアップ全庁的に公共施設の老朽化問題がクローズアップ

「公共施設マネジメント白書」を策定「公共施設マネジメント白書」を策定

「公共施設再生計画基本方針」を策定「公共施設再生計画基本方針」を策定

～平成26年度～平成26年度

・「公共施設基本計画」を策定
課題に上がった学校施設を中心に再編を検討

・「学校施設再生計画」を策定
公共施設基本計画の実現性を担保

・「公共施設基本計画」を策定
課題に上がった学校施設を中心に再編を検討

・「学校施設再生計画」を策定
公共施設基本計画の実現性を担保

施設状況、建物
状況、運営状況

等を整理

・小・中学校の生徒数は今後減少すると予測される
ため、全ての小・中学校を維持していくことは
困難である。

・市立幼稚園は全て定員割れ。
・公民館・コミュニティセンターなどの同じ機能の
施設が多く、全体として利用率が低い。

習志野市の課題
（一部抜粋）
習志野市の課題
（一部抜粋）

基本となる考え方、
手法等を整理

具体的な
実施計画

公共施設再生計画における地域別検討～異なる視点からの２ケースにて検討～
（５つの日常生活圏毎に検討。計画期間を３期に分け、第２、３期は市民が選択可能なように２つのケースに分けて検討）

学校、公民館、
体育館、幼稚園
を集約。

【Ｅ地域（袖ケ浦、秋津・茜浜、香澄・芝園地域）第２期の例】

公共施設マネジメント推進フロー
第３次行政改革大綱の

平成17年度策定に向けて
公共施設の老朽化が無視

できない問題に

・今後の人口・財政推計、ニーズの変化を考慮し、
統廃合による公共施設総量圧縮を進める。

・複合化の拠点施設として、規模の大きい学校施設
を基本に進める。

基本方針
（一部抜粋）
基本方針

（一部抜粋）
方針を基に具体化

再生計画スケジュール

２つのケースに分けて検討中
ケース① 市民説明会で説明した計画（案）を基本とする。
ケース② 学校施設再生計画における案を基本とする。

第２期

平成32年～平成37年 平成38年～平成50年

第３期

市の総合的な基本構想に
定められた事業の手法を
検討し、実施。

第１期

平成26年～平成31年
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学校施設の複合化事例 札幌市資生館小学校

出所）札幌市HP

ミニ児童会館

・児童数の少なくなった4つの小学校（創成小、大通小、豊水小、曙小）を統合。合わせて
しせいかん保育園、子育て支援総合センター、ミニ児童会館を複合化し、都心部子ども関連
複合施設として整備。

・平成11年に教育長の諮問機関である「札幌市学校適正規模検討懇談会」を設置。平成12年に
計画がスタートし、平成16年に竣工した。

・効率的な運営を行うために各施設の長と市の所管課で構成される「札幌市都心部子ども関連
複合施設運営協議会」を設け、円滑な運営と市民の利用促進を図るための連絡調整を行う。

特徴1 交流を促進するためのスペース
・共用ロビーを設け、園児や児童、保護者など自然な世代間交流を生み出す。
・交流スペースや共有スペースなどを利用し、施設間交流を行う。

特徴2 広い学習空間の確保
・多様な学習形態に対応できるよう、普通教室はワークスペース併設のオープン教室。
・敷地の有効活用と空間確保のため、体育館は半地下構造に。

特徴3 安全確保
・不審者侵入や防災のため、管理防災室を設置し、警備員を常駐。

特徴4 天然芝のグラウンド
・芝生化によりケガの予防、防塵、熱射対策に効果があり、子どもの運動意欲増進につながる。

子育て支援総合センター

しせいかん保育園

子育て支援の場

共用入口・ロビー

１階平面図

小学校に子育て支援施設を複合化

Ｑ８関連資料

地下、メモリアルホール

子育て支援の場
（参考）旧小学校等の歴史的

資料を展示
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図書館の複合化事例 志木市志木図書館

出所）志木市HP

・建物の老朽化と耐震性に問題があった旧志木図書館、旧志木公民館、旧志木小学校を複合化。
・検討に当たり、ＰＴＡや地域住民等を交えた市民検討委員会を設置し、施設の安全性や管理運営の

あり方を議論することにより、地域の合意形成を図った。基本構想を策定後、プロポーザルコンペに
より設計会社を選定した。結果、多世代が交流できる場となっている。

・なお、比較的新しかった南校舎のみ耐震補強、大規模改修を行い残すこととした。

特徴1 学校教育と社会教育の融合
・図書館で児童が司書を経験。
・公民館での児童向け講座の開催。

特徴２ 土地や学校施設の有効活用
・屋内広場を整備し、雨の日でも児童が運動
できる場を提供。

2
階

それぞれの施設を自由に
行き来できる

3
階

既存校舎
（大規模改修、耐震補強）

公民館

図書の貸出・閲覧
サービスを提供する場

雨の日でも
運動ができる場

サークル活動などの
交流の場

レインボーガーデン

図書館

入口に警備員常駐、死角には
防犯カメラを設置し安全対策

図書館、公民館、学校施設を複合化

Ｑ９関連資料



平成25年度平成25年度
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住民合意形成事例① 府中市

平成23年度平成23年度 「公共施設マネジメント白書」策定「公共施設マネジメント白書」策定

平成24年度平成24年度 「公共施設マネジメント基本方針」策定「公共施設マネジメント基本方針」策定

市民アンケート実施市民アンケート実施

住民説明会実施住民説明会実施

平成26年度平成26年度

「公共施設の最適化に向けた検討の方向性」策定
施設毎に一定程度の具体的な方向性を記載

「公共施設の最適化に向けた検討の方向性」策定
施設毎に一定程度の具体的な方向性を記載

府中市マネジメント推進フロー

シンポジウム開催シンポジウム開催

「第1次府中市公共施設マネジメント推進プラン」策定「第1次府中市公共施設マネジメント推進プラン」策定

パンフレット作成パンフレット作成

■質問内容
・各公共施設の利用状況
・公共施設の現状、課題の関心について
・白書、基本方針の周知度について
・公共施設マネジメントの今後の取組みについて等

■対象 無作為抽出した満20歳以上の市民3,000人
■方法 郵送による配布、回収
■期間 平成25年9月21日から平成25年10月11日
■回答者数 1,146人（回答率38.2％）

③市民アンケート

②住民説明会

■説明会名
【公共施設マネジメント入門講座】

（平成25年5月から8月まで計6回
市職員が地域の住民に対し、
各地域の文化センターにて実施）

■概要
府中市の公共施設の課題とは何か、
「公共施設マネジメント」とはどうい
うものかを、市職員が説明し、市民
との意見交換を行う。

■主な内容
・公共施設、人口、財政の現状について
・基本方針の概要
・公共施設の今後の課題提示 等

設問例：公共施設マネジメントの取組として、
具体的な施策に対する市民の賛否

①パンフレット

・マンガや図でわかりやすく
府中市公共施設マネジメントの
取組みの概要を説明

④シンポジウム

■テーマ
「府中市の公共施設はいま？」

■開催日 平成25年11月4日
■内容
・市長による説明
・有識者による基調講演
・パネルディスカッション

出所）府中市HP

市民との問題意識の
共有を図る

市の取組みをＰＲ

Ｑ11関連資料

（下記①）

（下記②）

（下記③）

（下記④）
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住民合意形成事例② さいたま市

平成23年度平成23年度 「公共施設マネジメント計画（白書編）」策定「公共施設マネジメント計画（白書編）」策定

平成24年度平成24年度

平成25年度平成25年度

「公共施設マネジメント計画（方針編）」策定「公共施設マネジメント計画（方針編）」策定

「第１次アクションプラン」策定
・施設分野別の個別方針、更新等のあり方を記載

「第１次アクションプラン」策定
・施設分野別の個別方針、更新等のあり方を記載

パンフレット作成パンフレット作成

出前講座実施出前講座実施

ワークショップ実施ワークショップ実施

市民との問題意識の
共有を図る

市の取組みをＰＲ

具体的な施設
更新時の複合化の

あり方を市民と検討

シンポジウム開催シンポジウム開催

さいたま市マネジメント推進フロー

出所）さいたま市HP

①パンフレット

④ワークショップ

・マンガやイラストを用いて、
公共施設が抱える課題や
基本方針の内容等を
わかりやすくまとめる。

・各区情報公開コーナーに
設置するほか、出前講座、
各種説明会やシンポジウム
等における説明資料として
広く活用。

■テーマ 公共施設の複合化
■参加者 20名（うち公募市民11人）

■テーマ
「市民とともに考えるこれからの公共施設」

■開催数 平成24年度は４回開催
■内容 １グループ10人程度でテーマにそって意見を出し合う

■開催日 平成24年8月25日
■内容
・市長による説明
・有識者による基調講演
・パネルディスカッション

②シンポジウム

第１回
ワークショップの目的等を
レクチャーし、共通理解・
親睦を深めた。

第２回
志木小学校、馬宮コミュニ
ティセンターを視察。
それぞれの施設の良かった
点等について話し合い。

第３回
三橋小学校の建替えを想定
して、周辺にある老朽化が
進む公共施設との複合化に
よる新しい施設づくりの
検討等を行った。

第４回
今後、市民と協働で公共施
設の再編を行っていくため
に、４回のワークショップ
の内容を取りまとめた「手
引き」について意見交換。

③出前講座

市民の方々が開催する集会や会合等に市の職員が出向き、公共施設マネジメントについて説明。

Ｑ11関連資料

（下記①）

（下記②）

（下記③）

（下記④）

シンポジウム開催・ワークショップ実施シンポジウム開催・ワークショップ実施

平成26年度平成26年度 パンフレット作成・ワークショップ実施パンフレット作成・ワークショップ実施



第一次募集 第二次募集 第三次募集 Ｈ23募集 Ｈ24募集 Ｈ25募集 Ｈ26募集

H18.3 .30
～

H18.8 .31

H18.12 .1
～

H19.4.27

H22.6 .1
～

H22.8.31

H23.7 .1
～

H23.9.30

H24.6 .1
～

H24.8.31

H25.6 .3
～

H25.8.30

H26.7 .1
～

H26.9.30

1,131事業 1,070事業 1,102事業 1,078事業 1,054事業 1,041事業 1,028事業

79件 6件 15件 8件 6件 3件 6件

採用 3件 2件 6件 3件 3件 1件 5件

条件付採用
（継続協議）

32件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

不採用
27件

（取下等あり）

2件
（取下等あり）

7件 5件 3件 2件 1件

募集期間

公表事業数

提案件数

審
査
結
果

区分
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民間事業者提案制度事例 我孫子市

・市が提示した事業について、行政が民間に任せる事業を選定するのではなく、民間の提案により、
事業を選定。

・平成17年度より実施。提案数減少と制度問題点の解決を図るため平成22年度に改正。
・公共における民間と行政の役割分担を根本的に見直し、民間の創意工夫を活かすことで、充実した
質の高いサービスの展開を目指す。

・具体的には1000を超える事業リストを提示した上で、市民、NPO法人等の民間事業者からの自由な
提案を受付。

従来の制度の課題
①事務事業リスト
・事業内容、事業費、担当部署等を記載
（現在民間委託が行われているか不明）

②審査基準
・「市民の利益」の視点で審査

③提案づくりへの支援
・提案者へのアドバイスや協議は行わない

④提案審査委員会
・書類審査

⑤実施事業者の選定
・実施決定後、競争入札
（提案者が受託できないケースがある）

改正後
①事務事業リスト（検索性の向上）

・現時点での「委託の有無」、市が「委託・
民営化を特に期待する事業」の欄を追加

②審査基準（審査基準の見直し）
・「独自性」、「市民の利益」、「実現性」、
「団体能力」の４つの視点で審査

③提案づくりへの支援（情報提供、アドバイス）
・総務課が窓口となり、担当課と情報提供や
アドバイスを行い、支援

④提案審査委員会（ヒアリング実施）
・書類審査の他、提案者、担当課にヒアリング

⑤実施事業者の選定（提案者受託）
・優れた提案については原則提案者と委託契約
を行うことによりインセンティブを確保

■平成25年度の採用事例
【提案名】
・市有建築物の保全指導・公共施設等包括管理業務

【採用された提案の概要】
・79施設の包括管理、データベース化
・技術院の現地調査、実態把握による長期修繕予測表、

長期修繕計画の作成
・施設評価のデータベース、行政コスト予測表の作成
・保全システムの導入支援

【選定理由】
・施設の最適化とトータルコストの削減が図られる。

■平成22年度の制度改正点～より提案しやすい制度へ～

制度フロー 年度別選定結果

提案件数減少 制度を改正し、提案件数増加

出所）我孫子市HP

Ｑ12関連資料



中心市街地区や公共交通沿線居住推進地区への
居住を推進するため、建設事業者や入居する
市民に対して助成を実施。

まちなか居住推進事業
■共同住宅建設補助（事業者） 100万円/戸
■戸建て住宅取得（市民） 50万円/戸
□実績 （平成17年7月～平成26年3月）

合計 702件 1,417戸

公共交通沿線居住推進事業
■共同住宅建設補助（事業者） 70万円/戸
■戸建て住宅取得（市民） 30万円/戸
□実績 （平成19年10月～平成26年3月）

合計 438件 946戸

28

将来のまちづくり事例 富山市

●生活利便施設が徒歩圏の範囲
にまとまっている地区を設定。

●一極集中型ではなく、多極分
散型（クラスター型）の都市
構造を目指す。

地域生活拠点 公共交通軸

●各拠点と中心部を結ぶ重要な鉄
軌道、バスを「公共交通軸」と
位置づけ、日常の足として使え
るサービス水準を確保。

公共交通沿線居住

推進地区

中心地

公共交通を軸とした多極分散型のコンパクトなまちづくり

7校から2校へと統合した小学校の跡地
等を活用し、必要な都市機能を民間活
力を生かして整備。

中心市街地の人口は平成20年より転入超過に

公共交通沿線居住推進地区の人口は
転出超過の幅が縮小

・富山市における「人口減少と少子高齢化」、「過度な自動車依存による公共交通の衰退」等の
課題に対応するためにコンパクトシティの考え方が浮上。

・徒歩圏（お団子）を公共交通軸（串）でつなぐことにより、多極分散型（クラスター型）の
コンパクトなまちづくりを推進している。

・公有地等の積極的な活用を進めており、まちづくりの一環として学校跡地を活用し、必要な
都市機能を整備している。

・上記の取組みや居住推進施策により、まちなかや公共交通沿線の人口が転入超過になるなど成果が
表れている。

まちづくりの成果まちなか・公共交通沿線居住推進支援制度

中心市街地における都市機能の再編

Ｑ16関連資料

出所）富山市資料

【中心市街地（都心地区）の社会増減（転入ー転出）の推移】

【公共交通沿線居住推進地区の社会増減（転入ー転出）の推移】
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